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Abstract:  Environmental impact of municipal solid waste processing was qualitatively and 
quantitatively analyzed by Integrated Waste Management (IWM) procedure to 
propose the future waste system for sustainable integrated resources and waste 
management. In this study, the suggestion of the item that should be improved 
because it becomes possible to be able to expect the optimization of municipal solid 
waste management by IWM, and to use for the decision making in the future as a 
sustainable integrated resources and waste management is given. It is thought that the 
integrated waste management is useful for efficiency improvement and the 
































































































































1978 年にアメリカ合衆国環境保護庁(EPA)の R. M. Clark
が、普遍的な廃棄物処理は存在せず、個々の地域特性を
考慮した処理システムが望ましいことを提唱した 3-5)。 
図 2 持続可能な廃棄物処理の基本概念 
図 1 総合的廃棄物処理の概要図 
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(UNECE)による IWM に関する地域戦略であり、“IWM is 
also a process of change that gradually brings in the 
management of wastes from all media”と定義され、このこ
とは、あらゆる物質フローの制御を IWM によって実施
していくことを意味している。 







































































図 3 廃棄物処理システムの発展 
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対象年度 1997 年度 
人口 905,800 人 
総廃棄物処理量 856,000t 
廃棄物処理経費 195 百万 FIM（32.8 百万 EURO） 




















て、YTV 管轄内の約 400 箇所から金属スクラップを回収









図 4 総合的廃棄物処理の位置付け 
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３・１ EU における廃棄物政策・戦略の歴史 

























指令(75/439/EEC, 87/101/EEC, 91/692/EEC, 2008/98/EC), 
PCBs/PCTs 指 令 (96/59/EC), 電 池 指 令 (91/157/EEC, 
93/86/EEC, 98/101/EC, 2006/66/EC)）を規制する法規、再
利用や再資源化目標の掲げた法規（容器包装指令
(94/62/EC, 2005/20/EC)、  廃自動車 (ELV: End of Life 
Vehicles)指令(2000/53/EC)、廃電気電子機器(WEEE: Waste 
Electrical and Electronic Equipment)指令(2002/96/EC)など、
種々の廃棄物処理・処分に関する法規が施行された。 
 





EU 法規では、 2005 年に欧州委員会  (European 
Commission)のより「資源の持続的利用を進める：廃棄物
の排出抑制・再生利用に関する戦略(Taking sustainable 
uses of resources forward: A Thematic Strategy on the 
prevention and recycling of waste)」と「持続可能な天然資
源利用に関する戦略(Thematic Strategy on the sustainable 
use of natural resources)」が制定された。そして、これら
の戦略は EU の 2002 年から 2012 年にかけての環境戦略
である「第 6 次環境行動計画(The 6th Environment Action 
Programme of the European Community 2002-2012)」におい
て重要な戦略の位置づけとなっている。 
欧州委員会が 2001 年 2 月に提案した「EU 第 6 次環境
行動計画案(Environment 2010: Our Future, Our Choice)」で
は、排出抑制と廃棄物管理、資源の有効利用、持続可能
な消費行動の構築が最優先課題とされ、最終処分される
廃棄物量を 2010 年までに 20%削減、2050 年までに 50%
削減し、有害廃棄物を 2010 年までに 20%削減、2020 年
までに 50%削減することを目標とした 11)． 
EU 環境行動計画は、第 1 次(1973~1976 年)、第 2 次
(1977~1981 年)、第 3 次(1982~1986 年)、第 4 次(1987~1992

















図 5 EU における第 6 次環境行動計画の概要 
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れており、2005 年に EU 容器包装指令(2005/20/EC)が改
正された後、2006 年には EU 廃棄物枠組指令(75/442/EEC, 
91/156/EEC, 91/692/EEC)が全面改正され、EU 廃棄物枠組
新指令(2006/12/EC)として制定された。 
新指令では、“Life Cycle Assessment (LCA)”を適用し
て、製品やサービス等における環境負荷やコストベネフ



























紙類 最低 60% 
金属類 最低 50% 
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 最低 22.5% 














































利用促進法（2001 年 4 月改正・施行）」、「建設リサイク
ル法（2002 年 5 月施行）」、「食品リサイクル法（2001 年
4 月施行）」、「グリーン購入法（2001 年 4 月施行）」、「自















2005 年 2 月には、「京都議定書」が発効され、2008 年








４・２ 日本 における廃棄物政策・戦略の現状 
日本では，図 6 に示すように，年間 5.83 億 t（廃棄物
統計外を含む）もの廃棄物が発生している。それらうち、
再資源化量は 2.25 億 t であるのに対して、再使用量は僅
かに 0.03 億 t に過ぎないのが現状である 16)。 
 
 









日本では、年間に一般廃棄物が 52 百万 t、産業廃棄物













































583 百万 t 
再資源化 225 百万 t 
再使用 3 百万 t 
Unit: 百万 t 
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 表 2 には、日本とドイツの廃棄物処理システムの比較
として、プラスチック系容器包装リサイクルシステムの










一方、ドイツなどの EU 諸国では、EU 容器包装指令に
おける数値目標に従い、国内法によって各国で容器包装
類のリサイクルが実施されている。 
表 2 プラスチック系容器包装リサイクルシステム比較概要 



































































                                                            
 
 
スト等の課題を抱えており、自治体の役割や負担の占める割合が大きく、消費者と関連事業者の板挟みとなっている。そのため、責任の明確化を行うとともに、これらが協働して環境及び経済効率の最適化を目指すべく取り組みが非常に重要であり、持続可能な廃棄物処理システムの構築を目指すことが、抜本的なごみ問題解決に寄与すると考えられる。 さらに、容器包装廃棄物のリサイクル率をはじめ、日本独自の廃棄物処理に関する戦略的な目標値を設けて、地域特性や自治体の事情などを踏まえつつ、自治体ごとの段階的な目標値を設定するとともに、物流システムの根本的な見直しなど、総合的品質によるリサイクルシステム基盤の構築を実施することが、今後の日本における廃棄物政策の最優先事項と考える。  ６．結言 本研究では、持続可能なごみ処理の観点から、総合的廃棄物管理に基づく都市ごみ処理の実施事例を通して、今後の日本のごみ処理の在り方について検討した。 
IWMは，全体的なシステムアプローチによって、ごみ問題の改善や解決を目指すことが可能であり、これまでの EoP 規制といった単一的な規制よりもコストベネフィットや環境負荷低減に与える影響を最小化することができ、持続可能なごみ処理の形成に有用だと考えられる。すなわち、全体的なアプローチに基づく総合的な廃棄物管理により環境負荷を最小化しつつ、経済コストを許容範囲内へと抑えることを目標に、持続可能なごみ処理システムの構築を目指すことが、抜本的なごみ問題解決の一つの方法だと考えられる。  引用文献  
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